民主党マニフェストに関する自治労道本部の評価と見解
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自治労北海道本部
　民主党は１１月２７日、第４６回衆議院選挙（12月4日公示、同16日投開票）にむけたマニフェストを発表した。
　マニフェストでは５つの重点政策を示し、第１項目として、子育てや就労支援を含めた社会保障の充実を掲げた。以下、②再生可能エネルギーや医療・福祉・農林業などでの雇用づくりによる経済政策、③2030年代を目標とした原発ゼロ社会の実現とグリーンエネルギーの促進を軸としたエネルギー政策、④専守防衛を原則としてアジアの共生を実現するための外交・安全保障、⑤地域主権改革をさらに進めるなどの政治改革を重点に推進するとしている。
　自治労はこの間、民主党に対して、新自由主義的な「構造改革路線」と一線を画し、公務員制度改革や「地域主権改革」の推進、勤労者の生活改善と公共サービスの再生と強化、脱原発と再生可能エネルギー社会への移行などを重点とする政策を示すように求めてきた。
　１１月２７日に示された民主党のマニフェストは、公務員制度改革や脱原発、社会保障制度の拡充などで自治労の求める政策の方向性と一致しており、自治労の政策を実現するためにも、自治労と政策を共有できる衆議院議員を支援しながら、民主党中心の政権の継続を勝ち取る必要がある。道内各選挙区でも、推薦・支持候補の必勝にむけてしっかり取り組もう。
　以下、マニフェストの評価や自民党との比較、自治労方針との関連などについて、この間単組から問い合わせがある点も含めて、道本部の評価と見解を明らかにする。
１．自治労の重要政策に関する民主党と自民党の公約とその評価（自治労の見解）
　自治労にとっての重要課題に関する、民主党と自民党の公約の概要と自治労の評価は次のとおり。
（１）公務員制度改革関連
　○　民主党は「公務員の労働基本権を回復して、民間と同様、交渉によって給与を決定する仕組みをつくる」としており、自治労の政策と一致している。
　○　一方、自民党は、憲法改正案の勤労者の団結権等にかんする条項では「公務員は（団結権・団体交渉権・団体行動権）の権利の全部・または一部を制限することができる」として、公務員の労働基本権を認めない立場を明らかにしている。また、公約では「地方公務員の一定の政治活動を規制する地方公務員法の改正」を掲げ、憲法で保障された政治活動の自由を制限しようとしている。
（２）地方公務員の人件費削減
　○　民主党政権は、国家公務員の特例給与法案の取り扱いについて、「国家公務員の時限的な給与削減措置と同様な措置を実施するように地方自治体に要請することはしない」（川端総務大臣答弁、2/28　参議院総務委）として、地方公務員への影響を遮断している。また、2013年度の地方財政に関する概算要求でも、給与関係費は国家公務員の臨時特例法による減額措置を反映しておらず、自治労としても評価できる内容となった。
　○　一方、自民党は「公務員総人件費を国・地方合わせて2兆円削減」を公約にしている。国家公務員の給与特例法案の審議でも、自民党は、地方公務員への波及を執拗に追求してきた。仮に、自民党が政権に復帰すれば、公務員の労働基本権は認めないにも関わらず、賃金の削減は強行するなど、公務員労働者を狙い撃ちした攻撃をかけてくることは必至である。
（３）地方分権の推進
　○　民主党は引き続き、「地域主権改革」を進めるとしたうえで、道州制については「地方や国民の声を十分に聞きながら、中長期的な視点で道州制を検討する」として、道州制について慎重な意見にも配慮した表現となっている。
　○　一方で、自民党は、「『道州制基本法』の早期制定後5年以内の道州制導入を目指す」としており、道州制の導入を前提とした地方制度の設計をめざしている。
（４）脱原発の推進
　○　民主党はマニフェストで「原発ゼロ社会を実現する」としたうえで、「２０３０年代に原発稼働ゼロを可能とするよう、あらゆる政策資源を投入する」とした。自治労としては、もっと早期の原発稼働ゼロの実現が必要との立場にあり、民主党の目標年数には疑問があるが、「原発ゼロ社会を実現する」との明確な脱原発の方向性を示したことは評価できる。
　○　一方、自民党は「原発再稼働の可否は３年以内に結論を出す」と先送りしただけで、脱原発の方向性は示していない。かつての自民党政権は原発を推進しており、福島第１原発の事故後にも、かつての推進政策についての見直しはされていない。政権に復帰すれば、原発を維持・継続する方向での政策を推進することは明らかである。
（５）子育て支援などの社会保障の充実
　○　民主党はこの３年間で、子どもを中心とした社会保障の拡充をめざしてきた。総選挙のマニフェストでも、「社会全体で子どもの育ちを支援する」として、公共サービスとして、子育てを支援することを打ち出している。また、介護労働者の処遇改善についても、「介護報酬の改定などにより、介護労働者の賃金をさらに引き上げ、介護労働者の確保に努める」としている。
　○　一方、自民党は憲法改正案で「家族は互いに助け合わなければならない」として、公約では、社会保障についても「自助・自立が第一」を強調。この考え方に沿って、公助としての公共サービス・社会保障費は抑制する方向を打ち出している。一方で自民党は「国土強靭化基本法案」を提案し、防災を口実として公共事業を強化しようとしている。
（６）総括
　以上のように、自治労が求める主要な政策について民主党は基本的に同じ方向性を示しており、民主党が中心となる政権では自治労の求める政策は実現の可能性が高くなると言える。
　一方で、自民党の政策は、公務員の労働基本権を制約しながら、労働条件の切り下げをめざしており、自治労にとっては到底許容できる政策ではない。「新自由主義」に基づく格差社会を是認し、公共サービスや社会保障の抑制を基本とする自民党の政策は、民主党中心の政権が進めてきた改革を逆戻りさせることになる。さらに、自民党は憲法改正による国防軍の創設や教科書検定基準の見直しを公約としており、日本政治の右傾化を阻止する観点からも、民主党の果たす役割は大きいといえる。
　自治労にとっては、自民党や日本維新の会などの新自由主義・右派勢力のEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps11 \o\ad(\s\up 10(ばっこ),跋扈)を許さず、勤労者の生活改善と公共サービスの再生と強化、脱原発と再生可能エネルギー社会への移行などを実現するためにも、民主党の勝利にむけて、全力で取り組むことが求められる。
２．民主党北海道の掲げる争点・重点課題と道本部の見解
（１）民主党道連の掲げる３つの争点
　民主党道連は、衆議院選挙にむけて「５つの重点政策」を決定すると同時に、今回の衆議院選挙の大きな争点として、あらためて以下の３つの課題を掲げた。この内容は、自治労道本部としても共有できるものである。
　①安全保障面で「平和を守るのか、戦争をできる日本にするのか」
　　　民主党は「憲法の平和主義、専守防衛の原則を守る」
　　　自民党は「集団的自衛権の行使」「憲法改正で国防軍へ」
　　　（日本維新の会も「自主憲法の制定」「集団的自衛権の行使」、石原代表は、核武装のシミュレーションまで言及）
　②福島第一原発事故を教訓に「原発ゼロをめざすのか、原発推進政策を続けるのか」
　　　民主党は「２０３０年代の原発稼働ゼロをめざしあらゆる政策資源を導入
　　　　　新増設はしない・４０年運転制限・原子力規制委の安全確認を得たもののみ再稼働、の３原則を厳格に適用。
　　　　　再生可能エネルギーの導入拡大にむけ、電力システムの改革（発送電分離）
　　　自民党は、自らの長年の原発推進政策への反省も謝罪もなく、「再稼働の結論を３年以内」「電源構成のベストミックスは１０年以内に」の先送り－事実上の続原発。
　③政権交代で緒に就いた改革を「前に進めるのか、逆戻りさせるのか」
　　　民主党政権ならではの改革
　　　　　○「コンクリートから人へ」のへ投資（予算の使いみちの転換）
　　　　　　・公共事業費の効果的縮減→社会保障と教育に重点配分
　　　　　　・社会保障の充実　（社会保障費毎年2200億円削減の撤回、生活保護母子加算の復活、診療報酬・介護報酬の引き上げ）
            ・チルドレンファースト、教育の充実　（子ども手当-新児童手当-、高校授業料無償化、大学授業料免除の拡大、希望者全員への奨学金支給など）
　　　　　○「地域主権」改革　（地方交付税の増額、一括交付金の創設、国と地方の協議の場の設置など）
　　　　　○農業・漁業の戸別所得保障、森林業の直接支払い
　　　　　○新しい公共・NPO寄付税制の拡充
　　　自民党に戻れば、「公共事業のバラマキ」「政官業癒着」の古い政治の復活
（２）ＴＰＰ（環太平洋パートナーシップ）協定について
①　この他に道内的にも大きな課題であるＴＰＰ（環太平洋経済連携協定）については、民主党のマニフェストでは以下の通りとなっている。
　「アジア太平洋自由貿易圏の実現を目指し、その道筋となっている環太平洋パートナーシップ（TPP）協定、日中韓FTA、東アジア地域包括的経済連携（RCEP）を同時並行的にすすめ、政府が判断する。その際、国益の確保を大前提とするとともに、日本の農業、食の安全、国民皆保険などは必ず守る。」
②　民主党道連は、「例外なき関税撤廃等のTPP協定は、本道経済・社会の衰退を招き、道民の暮らしを脅かしかねないことから、道民合意のないまま交渉に参加することに反対」という北海道重点政策を決定し、この間党本部にも強く意見反映してきた。今回の党本部のマニフェストについて「基本認識は同じ」（11/27幹事長見解）としている。
③　自治労道本部としても、この間「さまざまな疑問や懸念が払拭できないままの参加には断固反対という立場で、引き続き取り組んでいく」（2012年9月/第53回定期大会）という方針で臨んできた。今回のマニフェストは「政府の判断」の「大前提」として「国益の確保」、そして「日本の農業、食の安全、国民皆保険などは必ず守る」ということ、つまり、必ず守る担保がなく大前提が崩れれば参加しない、という立場が確認されたものと理解する。
④　いずれにしろＴＰＰ問題は、総選挙後にも大きな政治課題に浮上すると想定されるが、いかなる政権であっても、この間オール北海道で進めてきた「合意なき交渉参加反対」という取り組みを引き続き強めていく必要がある。
以　上　
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